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はじめに 
物価上昇や人手不足の影響を受けて採用時の給与をア

ップさせざるを得ない、いわゆる「防衛的賃上げ」によ

り、既存社員との給与の不均衡・不公平が問題になって

います。この不均衡・不公平への対策を講じないままに

すると、中核人材の離職などのさらに深刻な問題にも繋

がりかねません。どのように既存社員との給与バランス

を取っていくか、対応策としてどのようなものが考えら

れるかについて考察します。 

 

防衛的賃上げの弊害 
例えば、表Aのような賃金テーブルを用いている会社に

おいて、1等級の新規社員募集の月給を3万円アップし

た場合、他の等級の給与も同額アップさせない限り、表

Bのように「新人と既存社員の給与が逆転する」現象が

生じます。 

 

ベースアップができない場合の対策 
この場合、全員の給与を一律に 3 万円上昇させること

（いわゆるベースアップ）ができれば既存社員との給与

逆転は起きませんが、そうなると全体の人件費が一気に

上昇することになります。この人件費アップが難しい会

社は、例えば左上のグラフのように「最初の給与を高く

するが、その後数年は昇給しない」給与体系に変更する

方法が考えられます。この対応策の問題点は「昇給しな

い期間が長いこと」で、給与が据え置かれる期間のモチ

ベーション低下を防ぐために対策をしなければならな

いでしょう。 

 

業績に連動した給与で差をつける 
この場合、例えば「2年目以降は業績連動の賞与や歩合

給が支給されるようにする」などの対策が考えられます。

個人業績が数値化しにくい業種の場合は、熟練度に応じ

て賞与に乗じる係数を変化させるなどして差をつけて

いくなどが考えられます。 

 

高すぎるベテランの給与を見直す 
前職での給与水準に合わせて高すぎる給与を設定して

しまった社員や、明らかに現在の仕事ぶりに見合ってい

ない高給を支給している社員の給与を引き下げること

も検討の余地があるでしょう。当然給与ダウンは大きな

反発が起きる可能性が高いため、客観的な数値を持って

その理由を説明し同意を得なければならないほか、「ど

んな成果を出せば給与が下がらないか」を示し、一定期

間の猶予を与えるなどの配慮も検討しましょう。 

 

勤務時間を見直す 
週 40 時間労働を週 35 時間労働に削減するなど、社員

と合意の上で所定労働時間を少なくすることで実質的

な賃金をアップさせるという選択肢も、多様な働き方が

求められる昨今では検討できるかもしれません。

採用時の防衛的賃上げと既存 

社員給与のバランスの取り方 

人手不足に対応するためにやむを得ず実施

する「防衛的賃上げ」により、既存社員給与

とのバランスが崩れる問題が起きています。

注意点と対応策について考察します。 

 

 

 

 

 

 


